
・児童税控除
17歳以下の扶養児童1人
当たり1,000＄（約9.5万
円）の税額控除（夫婦の
所得が110,000＄（約1,045
万円）までの世帯、それ
以上の場合は控除額が
所得に応じて逓減）

・扶養家族課税控除
扶養家族1人当たり3,100
＄（約30万円）の所得控
除児童手当と

税制上の
措置との関
係、経緯

とられてい
る措置

・扶養控除
扶養家族１人当たり38万
円（所得税）、33万円（住
民税）が所得控除。（16～
23歳の扶養家族について
は25万円控除額が割増
し）

・ n分n乗方式により、子ども
の多い世帯ほど税負担が
軽減（1946年より導入）

・児童扶養控除
扶養する児童１人当たり
6,024 €（約75.3万円）の所
得控除（両親がいる場合）。
児童手当よりも控除税額
が大きくなる場合に適用。
（児童手当は一旦全員に
支給され、児童扶養控除
の適用については税の申
告時に精算される。）

な し・児童税額控除制度
児童手当の支給対象とな
る子どもを養育する家庭
に対し、最大、1家庭当た
り￡545（約7.6万円）及び
児童一人当たり￡2,235
（約31.1万円）を税額控除
（所得額が増加すると控
除額は減少し、￡58,000
（約806万円）を超えると適
用がなくなる。）

・児童手当制度と扶養控除
制度は併存

・ n分n乗方式は、1946年に
財政法により導入（家族
手当制度と併存）

・1995年に児童手当と児童
扶養控除の選択制を導
入、額も引上げ

・かつて、1975年に児童扶
養控除を廃止し、児童手
当を第1子から支給（以前
は第2子から）したが、1983
年に児童扶養控除が復
活

・1948年にそれまでの児童
扶養控除を廃止し、児童
手当制度を創設（児童手
当制度に一本化）

・1975年に児童手当と児童
扶養控除を一元化し、児
童手当を第1子から支給
（以前は第2子から）

・その後、新たに児童税額
控除制度が創設（児童手
当制度と併存）

制 度 な し

アメリカ

・事業主拠出金（拠出金率
5.4%）と一般福祉税（CSG、
年金や医療保険充当分
を合わせ税率7.5%）

な し

・第２子 123.92 €（約1.5万
円）、第３子以降 158.78 
€（約2.0万円）

・11歳以上の児童には加算
（11～15歳34.86 €（約0.4
万円）、16歳以上61.96 €
（約0.8万円）

・20歳未満の児童
・第2子から

フランス

・国、地方公共団体及び事
業主拠出金（拠出金率
0.13%）

3歳まで 月10,000円
3歳～小学校卒業
・第２子まで月5,000円
・第３子以降月10,000円

非被用者780万円未満、被
用者860万円未満（夫婦、
子２人の世帯）

・小学校修了までの児童
・第１子から

日 本

なし（ただし、所得が大きい
場合には税の控除が適用）

な しな し所得制限

・全額公費負担（連邦政府
74%、州政府及び自治体
26%)

・全額国庫負担・全額国庫負担財 源

・第２子まで 164€（約2.1万
円）

・第3子 170€（約2.1万円）
・第４子以降 195€（約2.4万
円）

・子1人当たり SEK1,050（約
1.3万円）

・多子割増手当
2人 SEK100（約0.1万円）
3人 SEK454（約0.5万円）
4人 SEK1,314（約1.6万円）
5人 SEK2,363（約2.8万円）

・第1子 週￡20.00（月額換
算約1.2万円）

・第2子以降 週￡13.20（月
額換算約0.8万円）

支給月額
（2009年）

・18歳未満の児童（失業者
は21歳未満、学生は27歳
未満）

・第１子から

・16歳未満の児童（多子割
増手当については16歳以
上20歳未満の学生も支給
対象）

・第1子から

・16歳未満の児童（全日制
教育又は無報酬の就労
訓練を受けている場合は
20歳未満）

・第1子から

支給対象

ドイツスウェーデンイギリス

（注）換算レートは、1ドル（＄）＝95円、1ユーロ（€）＝125円、1ポンド（￡）＝139円、1スウェーデンクローネ（SEK）＝12円（平成21年7～12月の基準外国為替相場及び裁定外国為替相場）

児

童

手

当

税

制 児童税控除は2002年ま
では500＄であったが、
2003年に1,000＄に引き
上げられ、2004年に適
用期限が2010年まで延

長された。

資料1 主要国の児童手当、税制による子育て支援の比較（2009年）



資料2 家族給付と税額控除の融合例（Canada Child Tax Benefit）

（資料）The National Child Benefit Progress Report 2006



資料3 児童扶養手当の給付水準と所得制限

（資料）「母子家庭の母の就業の支援に関する年次報告」（平成20年版）



資料4 ひとり親世帯に対する税・給付制度（OECD : Benefits and Wagesより）

National
currency

% of
AW

[1] [2] [3] [4] [5] [6]

Lone-parent benefit (API). 8,979 28 Net taxable
income.

-- The benefit amount is equal to the
difference between this maximum
amount and the household net taxable
income. EUR 2244.72 per additional
child. Limited in time disregards exist for
unemployed lone-parents going back to
work.

Family benefit for young
children (PAJE): higher income
disregard.

-- -- Net taxable
income.

Disregard: additional
EUR  10394.

--

Different family quotient -- -- -- -- Additional half-part in family quotient for
the first child. Taxable income is divided
by the number of parts. The total
income tax equals the liable tax on one
part multiplied by the number of parts.

Germany Tax allowance. [1 308] -- -- -- --

Japan Lone-parent benefit. 500,640 10 Income Disregard of JPY 1.3
million. Reduction of
JPY between 10000
and 31870 for income
up to JPY 3.65 million.

JPY 560640 for parent with 2 children
plus JPY 36000 for each additional
child.

Sweden Lone-parent benefit. 15,276 5 No -- For children up to age 16 (20 if student).

United
Kingdom

Working Tax Credit: Lone
Parent Element

1,700 5 Yes -- Lone-parents must be working over 16
hours per week.

Tax allowance: higher personal
rate.

-- -- Basic tax relief for a single head of
household.

Different income tax schedule. -- -- -- -- "Head of household" tax bands.

France

Additional information

Lone-parent tax and benefit schemes¹

Maximum
supplementary

benefit for one child
aged 3(2)

Test on
income or

capital

Earnings/income
disregard and benefit

withdrawal
Type of benefit

2007

United
States

（資料）OECD : Benefits and Wages 2007

Less than for a
two-parent family
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資料5 子どものいる世帯（世帯主18～65歳）の構成員の貧困率（2000年代半ば）
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（資料）OECD Factbook 2009 より作成
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資料6 「緊急人材育成・就職支援基金」の見直し



資料7 訓練・生活支援給付（緊急人材育成支援事業）のあらまし



資料8 補足的な失業扶助制度



資料9 扶養控除の廃止に向けた議論（12月4日税制調査会資料より作成）

（住民税33万円）

（住民税45万円）

（住民税33万円）

（住民税38万円）

（住民税45万円）

○ 「所得再分配機能の回復」、「控除から手当へ」との考え方の下で、「就労している者と就労していない者のバラン
ス」も考慮し、「子どもの養育を社会全体で支援する」との観点から、22年度改正において、「子ども手当」の議論とも

関連し、扶養控除（年少、成年）を廃止することとしてはどうか。

○ その際、成年のうち障害等の特別な人的事情を有す

る者（就労困難な者）を控除対象とする、新たな税額控
除（「成年障害者等扶養控除」（仮称））を創設することと
してはどうか。



資料10 所得税・住民税の扶養控除を見直した場合の他制度への影響
（12月4日税制調査会資料より抜粋）

課税総所得金額、税額（非課税か否かも含む）等を活用している制度に影響あり



資料11 保育所の利用者負担（費用徴収基準額）

198,000円
（月額16,500円）

234,000円
（月額19,500円）

市町村民税課税世帯第3階層

324,000円（※）

（月額27,000円）

360,000円
（月額30,000円）

40,000円未満

第1階層を除き、前

年度の所得税課税
世帯であって、その
所得税の区分が次
の区分に該当する

世帯

第4階層

498,000円（※）

（月額41,500円）

534,000円
（月額44,500円）

40,000円以上

103,000円未満
第5階層

696,000円（※）

（月額58,000円）

732,000円
（月額61,000円）

103,000円以上

413,000円未満
第6階層

924,000円（※）

（月額77,000円）

960,000円（※）

（月額80,000円）
413,000円以上第7階層

72,000円
（月額6,000円）

108,000円
（月額9,000円）

市町村民税非課税世帯
第1階層及び第4～
7階層を除き、前年

度の市町村民税の
区分が次の区分に
該当する世帯

第2階層

0円0円生活保護法による被保護世帯

（単給世帯を含む）
第1階層

3歳以上児3歳未満児定 義階層区分

（※） 費用徴収基準額より各地域区分毎の保育単価が下回る場合には、その保育単価が費用徴収の限度となる

（参考）平均保育単価（年額） 0歳児190.2万円 1～2歳児113.1万円 3歳児55.4万円 4～6歳児47.7万円



資料12 幼稚園就園奨励費

市町村民税所得割課税額

183,000円以下

市町村民税所得割課税額

34,500円以下

市町村民税

所得割非課税世帯

生活保護世帯

市町村民税非課税世帯

定 義

205,600円88,400円Ⅲ

231,800円62,200円Ⅳ

177,700円116,300円Ⅱ

140,500円153,500円Ⅰ

保護者の実負担額（※）
（保育料全国平均294,000円との差額）

補助単価階層区分

（※） 第2子以降の保護者負担については軽減措置がとられている。

第2子 ‥ 兄姉が幼稚園児の場合 第1子の0.5倍（半額） 兄姉が小1～3の場合 第1子の0.9倍

第3子以降 ‥ 兄姉が幼稚園児の場合 第1子の0.0倍（無償） 兄姉が小1～3の場合 第1子の0.0倍（無償）



資料13 高額療養費制度自己負担限度額（70歳未満の場合）

低所得者

（住民税非課税）

一 般

上位所得者

（標準報酬月額53万円以上、

基礎控除後の総所得金額600万円以上）

定 義

35,400円
（同上 24,600円）

80,100円＋1%
（同上 44,400円）

150,000円＋1%
（過去12か月に3月以上高額療養費の支給を受けている場合は83,400円）

自己負担限度額（世帯合算）


